
平成 30 年 1 月 29 日 

各 位
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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ

当社は、本日開催の取締役会において、平成 30 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社の完全

子会社である東亜土木株式会社（以下「東亜土木」といいます。）を吸収合併（以下「本合併」と

いいます。）することを決議し、本日付で合併契約を締結いたしましたのでお知らせいたします。

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項・内容を一部

省略して開示しております。

記

１．合併の目的

当社の基幹事業であるブロック事業は、震災復旧関連での需要が一巡し、またそれ以外の需要

も縮小していることから、経営の効率化を推し進めるため、東亜土木を吸収合併することを決定

いたしました。

２．合併の要旨

(1) 合併の日程 

取締役会決議日（両社）···················･････平成 30 年 1 月 29 日 

合併契約締結日 ······························平成 30 年 1 月 29 日 

合併期日（効力発生日）···················･････平成 30 年 4 月  1 日（予定） 

本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併の手続きにより、

東亜土木においては会社法第 784 条第 1 項の規定に基づく略式合併の手続きにより、両社いず

れも株主総会の承認を得ずに行う予定であります。

(2) 合併の方式 

当社を存続会社、東亜土木を消滅会社とする吸収合併方式で、東亜土木は効力発生日をもって

解散いたします。

(3) 合併に係る割当ての内容 

当社は東亜土木の全株式を保有しているため、本合併に際して一切の対価の交付はありません。 

(4) 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

東亜土木は、新株予約権および新株予約権付社債を発行していないため、該当事項はありません。 



３．合併当事会社の概要（平成 29 年 3 月 31 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

(1) 名称 株式会社不動テトラ 東亜土木株式会社 

(2) 所在地 東京都中央区日本橋小網町7番2号 東京都中央区日本橋箱崎町１番7号 

(3) 代表者の役職･氏名 代表取締役社長 竹原 有二 代表取締役社長 西田 耕一 

(4) 事業内容 土木事業、地盤事業、ブロック事業 ブロック事業 

(5) 資本金 5,000 百万円 50 百万円 

(6) 設立年月日 1947 年 1 月 28 日 1956 年 7 月 19 日 

(7) 発行済株式数 182,025,228 株 70,000 株 

(8) 決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

(9) 大株主および持株比率 日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻー ﾋ゙ｽ信託銀行㈱   4.01％

日本ﾏｽﾀー ﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱     2.65％

MSCO CUSTOMER 

SECURITIES       2.37％

新日鐵住金㈱             2.23％

㈱不動テトラ          100％

(10) 直前事業年度の財政状態および経営成績 

決算期 平成 29 年 3 月期（連結） 平成 29 年 3 月期（単体） 

純資産 23,514 百万円 164 百万円

総資産 47,361 百万円 305 百万円

１株当たり純資産 141 円 76 銭 2,343 円 89 銭

売上高 67,157 百万円 366 百万円

営業利益 3,809 百万円 7 百万円

経常利益 3,848 百万円 7 百万円

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
2,568 百万円 4 百万円

１株当たり当期純利益 15 円 64 銭 54 円 51 銭

 

４．合併後の存続会社の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に変

更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の連結子会社との合併であるため、当社連結業績への影響は軽微であります。 

 

以 上 


